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各学部・委員会などの対応・動向

震災により、就職環境は一層厳しさを増すことが懸念されたが、学生の積極的な就職活動や企業におけ
る被災学生支援の動きもあり、平成23年度上半期の本学学生の内定率は、昨年度同期をいくぶん上回
ることとなった。

学生の就職支援

就職指導委員会

　東日本大震災後、平成23年度の第1回就職指導委

員会を4月14日に開催した。宮城・岩手・福島三県にお

いては被災した企業も多く、4年生の就職は、最悪で

あった昨年度に増して困難な状況になると予想された。

このため、企業の23年度の採用方針が震災後にどのよ

うに変化したかについて、新旧就職指導委員で200社

余りに電話ヒヤリングを実施した。ヒヤリング先は、本学

からの採用実績のある企業であり、さまざまな業種・規

模の企業にまたがっており、必ずしも被災していない企

業もあったが、おしなべての傾向は、①採用スケジュー

ルを数週間から1か月程度先延ばしする、②企業によっ

ては、夏以降の採用（例えば秋採用）も実施する、とい

うものだった。採用人員計画については、そもそも公表

していない企業も多く、震災によってどの程度の採用

減が発生するかについては、明確な数字は把握できな

かった。

　学生のなかには、避難所生活に入ったり、避難所には

入らなくとも相当に不便な生活を送っている者も多く、

就職活動意欲を失いかねない学生もいると思われ、ゼ

ミ・卒業研究担当教員には、学生への就職支援を強化

するよう依頼した。また、4月後半から5月にかけて開催

された育友会の臨時支部懇談会においては、就職支援

に関する説明を行なった。

　進路支援係では、昨年度に増してさまざまな行事を

実施し、進路個別指導を強化して学生の支援にあたっ

た。被災三県、とりわけ三陸地域における求人は相当

減少すると見込まれたため、それ以外の地域、特に、首

都圏における就職活動を推進した。5月22日には4年生

対象のオリエンテーションガイダンスを開催し、首都圏

就職活動支援として、私学会館におけるパソコンや休

憩スペースの無料活用、無料宿泊先（国立オリンピック

記念青少年総合センター、労働大学校）の利用、さくら

観光による高速バスの安価利用、専修大学就職課での

キャリアカウンセリング、専修大学の求人情報検索シス

テム「S-net」の本学学生への開放などの施策を告知

した。

　これ以後の就職活動支援企画としては、学外におい

ては、7月6日～8日の被災地支援「大阪での就活バス

ツアー」（関西のハローワーク主催で、関西の企業に就

活、学生13人参加）、7月22日の宮城県主催合同企業

説明会での無料バス運行、8月10日の東北学院大学を

会場とした「東北地区私立大学就職セミナー」、8月16

～17日の被災地支援「東京での就活バスツアー」（学

生13人参加）、9月19～22日の被災地支援「埼玉での

就活バスツアー」（学生20人参加）などが実施された。

遠く関西を訪れる強行スケジュールでのバスツアーで

は、4人の採用に繋がった。

　学内では5月31日に企業説明会（16団体、学生70
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人参加）を行ない、以後7月からは単独企業説明会

を随時開催した。また、みやぎジョブカフェやハロー

ワーク石巻との連携による説明会を5月から9月ま

で合計17回開催した。みやぎジョブカフェには、こ

れまでは実施したことのない、学内における説明会

である出前説明会を随時開催していただいた。

　この間、震災報道のなかで、学生の就職活動を

とりまく情勢の悪化がとりあげられることとなり、震

災の地にある本学にもNHKや共同通信が取材

に訪れた。ＮＨＫは、ニュースウォッチ9やローカル

ニュースで何度か本学の状況を報道した。インタ

ビューを受けた学生は、自身の就職活動の窮状を

説明していた。

　平成23年度上半期の本学への求人企業数は、

結果的には、前年度の6割にとどまった。しかしなが

ら、当初の予想を覆して、内定率はなんとか前年度

上半期なみを確保することができた。10月末日時

点では、求人企業数963社（前年度同期比43.6％

減）、うち宮城県が166社（同24.2％減）であった

が、内定者は133人（内定率37.0％、前年度同期

は33％）と、前年度同期比4ポイント上昇となった。

内定数者は東北圏では前年度同期比で29人減少

したが、首都圏では20人増加した。

　前年度なみの内定率を確保できた要因として考

えられるのは、①本学の学生が震災に負けずに積

極的に就職活動を行ったこと、②被災していない

企業、あるいは大企業・中堅企業は、採用人員数に

ついて大幅な変更を行わなかったこと、③被災地

以外の企業において被災学生支援の優先的採用

の動きがあったこと、があげられる。さらに、マクロ

的にみると、④全国の大学新卒者内定率は、本学

と同様に、やはり前年度同期をいくぶん上回ってお

り、震災という特殊要因を除くと、就職活動をとりま

く環境が昨年度よりはいくぶんながら改善したとみ

られること、が指摘できよう。
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